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表紙の写真 極微量分析（クリーンルーム）
塵埃などが入らないよう、空気清浄
度が確保された部屋（クリーンルー
ム）で極微量分析をしているところ
です。
都産技研では、信頼性の高い精密分
析等を、安全かつ安定して行うため
の環境を整備して、日々研究を行っ
ています。
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昨年、マスコミ等で大きく取り上げられた、iPS細胞をはじめとする多能性幹細胞。これらを培養する際には、
「フィーダー細胞」との共培養が行われます。フィーダー細胞と幹細胞をタンパク質透過性のコラーゲンゲル膜で分
離培養し、フィーダー細胞の機能性を損なわずに幹細胞分離操作を省く方法を開発しました。

▼  熟練技術が要求される
　　フィーダー細胞の除去

　iPS細胞（人工多能性幹細胞）は、生体外ですべての組織に

分化する分化多能性を持つため、再生医療や創薬支援など、さ

まざまな利用分野が期待されています。iPS細胞を増やすために

は「フィーダー細胞」と呼ばれる別の細胞を下敷きにして、その上

で培養する方法が用いられています。フィーダー細胞が産生す

る液性の因子（タンパク質など）により、iPS細胞が別の細胞に変

化することなく増殖します。しかし、iPS細胞を利用する段階で

は、フィーダー細胞を完全に除去しなければなりません。この作業

には、高額な装置と熟練技術が必要でした。

▼　コラーゲン線維を分離膜に採用

　私たちは、フィーダー細胞とiPS細胞をタンパク質透過性の膜

で分離培養すれば、フィーダー細胞の効果を損なわずに細胞

分離操作を省くことができると考えました（図１）。分離膜に求め

られる性質は、主に以下の４点です。

　①細胞接着性

　②タンパク質透過性および細胞遮蔽性

　③光学顕微鏡観察が可能な光透過性

　④培養操作に耐えられる強度

細胞培養に用いられるコラーゲンゲル膜
iPS細胞などの幹細胞培養を効率化
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　そこで、分離膜の素材としてコラーゲン線維に着目しました。

コラーゲンは生体内で細胞を取り囲む物質そのものであり、細

胞接着性を持つ培養基材です（性質①）。太さが約100nmのコ

ラーゲン線維が絡み合ったゲルは、血清アルブミン（分子量６

万）を透過させます（性質②）。最終的には、メッシュによる補強

により性質②および③を損なわずに性質④をクリアし、底面にコ

ラーゲンゲル分離膜を持つ培養容器を開発しました（図２）。

▼　iPS細胞を自在に分化させる
　　培養容器の開発に成功

　開発した培養容器を用いることで、これまで難しかったiPS

細胞とフィーダー細胞の分離培養を簡便に使えるようになりまし

た。実験の結果、分離膜上でiPS細胞は明瞭なコロニーをつく

り（図２）、全細胞の90%以上がiPS細胞の状態（未分化状態）

を保ったため、分離膜の有効性が実証されました。

　本技術の最大の利点は、培養容器を移すだけで別の培養

系に移行できることです。つまり、iPS細胞を剥がすという熟練

作業が不要になります。本技術により、培養容器上のiPS細胞

を神経細胞へと分化させることに成功しました。
図1　分離膜のイメージ

研究担当：バイオ応用技術グループ　<本部>　大藪　淑美
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図２　開発した培養容器
(a)分離膜で培養したiPS細胞の位相差顕微鏡像
(b)分離膜のコラーゲンナノ線維のＳＥＭ像
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都産技研では、研究開発事業によって得られるさまざまな技術やノウハウを権利として保護し、製品化・事業
化を進めるために、戦略的な知的財産権の取得に努めています。

　都産技研が行う研究には大きく分けて二種類があります。一つは、
市場ニーズに合ったテーマを都産技研が独自に設定し、研究開発を
行う「基盤研究」。もう一つは、基盤研究の成果を基に、企業や大学等
と共同で行う「共同研究」です。これらの研究成果をさらに発展させ、
製品化・事業化に展開する際に重要なのが、研究によって得られた
技術を知的財産権として権利化することです。市場にある既製品技
術の権利侵害をしていないか、他者との技術的違いを明確にできる
かなどに配慮しながら知的財産権を取得していくことが必要となり
ます。
　今号の「TIRI NEWS」でご紹介する事例はすべて、都産技研単独
または都産技研と企業様との共同で出願／登録された特許です。こ
れらの技術シーズを使った共同研究や、製品化や事業化にご興味が
ありましたら、ぜひ開発企画室までお問い合わせください。

　企業が、研究開発による成果を製品化・事業
化するためには、実に多くの段階を経る必要
があります。知的財産権の取得もその一つで
す。体力のある大きな企業では、一つの製品に
利用される技術に対し、多数の特許を出願す
るのが一般的ですが、そのためにかかる費用
や人員の負担は決して軽いものとは言えませ
ん。多くの中小企業にとって、製品に関する権
利を網羅するように特許を出願するのは非常
に難しいことであると考えられます。
　そこで、私の所属する開発企画室では、都産
技研の研究開発事業から生まれた成果を中小

企業の皆さまにご活用いただきやすいよう、
技術の独自性を主張しながらも、その利用形
態として想定される、さまざまなマーケット
ニーズに対応可能な知的財産権を取得したい
と考えています。都産技研の研究開発事業の
目的は、産業のニーズに則し中小企業の発展
に貢献するような技術を開発することです。
研究の発展性も考慮し、「この研究開発成果に
とって、どういう特許を取るのがベストなの
か」を慎重に見極めながら知財戦略を立てる
ことを目標に、日々邁進しています。

研究成果展開に欠かせない知的財産権の取得
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中小企業の方々にご利用いただける研究事業を目指す

開発本部　開発企画室　
主事　高橋　千秋
（外部資金・知的財産担当）

～担当者から～

開発本部　開発企画室
知的財産担当：城　照彰、高橋　千秋

TEL  03-5530-2528
FAX  03-5530-2458
E-mail：Kaihatsu@iri-tokyo.jp

特許に関する
お問い合わせは
こちらまで

より戦略的な知的財産権の取得を目指して

特許紹介
特集

　
　平成24年3月末現在、都産技研が取得した特許数（累計）は、設定
登録を受けた特許案件が国内53件、海外1件、出願中の特許案件が
国内131件、海外3件となっており、都産技研が地方独立行政法人
化した平成18年度から年々増加しています。都産技研の研究開発
事業の方針として、平成23年度からは研究成果の質的向上を目指
し、製品化・事業化に結実させるニーズオリエンテッドな研究活動
に、より一層力を入れています。このため、研究開発事業と知的財産
権との両方を管理運営する新体制として、平成23年10月からは都
産技研の知的財産権の戦略立案や実務管理業務を「開発企画室」に
て専門的に行っています。研究開始段階から成果展開としての最終
到達点を見据え、研究の進捗状況や方向性をその都度確認しなが
ら、効果的な知的財産権の取得を推進しています。
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